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フィリピン政府は 2026年 3月、同年 2月末に発生した米国とイランの軍事衝突及びホ

ルムズ海峡の事実上の封鎖によるエネルギーの供給懸念を受け、「国家エネルギー非常事

態」を宣言した。フィリピンは総エネルギー供給の 7 割が化石燃料で、原油の 9 割を中

東から輸入している。このため、フィリピン政府はエネルギーの安定供給や市民生活へ

の負担軽減を目的として、「生活・産業・食料・交通を横断的に支える包括的な枠組み」

（Unified Package for Livelihoods, Industry, Food, and Transport：UPLIFT）を打ち出した（表）。

エネルギー面ではロシア、エジプト、米国から新たに原油調達を行った1ほか、燃料高の

影響を受けやすい運輸・農業従事者向け支援などを講じている。家計向け支援としては、

LPG と灯油にかかる物品税の一時停止や、社会保障制度加入者を対象とした融資支援等

が行われたほか、2026 年 7 月には低所得者層の 750 万世帯（約 3,750 万人）を対象とす

る現金給付を発表した2。 

表：UPLIFTの主な内容 

 

 
1 3/24 時点の燃料備蓄は約 45日分、7/17 時点は約 46 日分（法律では最低 30 日分の備蓄を義務付け）。 

https://www.pna.gov.ph/articles/1271625 

https://pia.gov.ph/news/doe-asserts-46-day-fuel-supply-cracks-down-on-fuel-hoarding/  
2 https://pia.gov.ph/news/president-marcos-expands-uplift-with-additional-aid-for-low-income-filipinos/ 

項目 主な内容

・運転手及び公共交通事業者を対象とする現金給付、燃料補助金支給

・農業・漁業従事者、零細・中小企業への現金給付や融資支援

・在外労働者の帰国や生計支援

・社会保障機構（SSS）、公務員保険機構（GSIS）加入者向け融資支援や返済猶予

・低所得者層向けの現金給付（7/16に発表）

・LPGと灯油に対する物品税を停止（4/17から3ヶ月間）

・卸電力スポット価格の一時停止（3/26から5/1）

・無料乗車プログラム、輸送関連料金の手数料減額等

・生産者と消費者を直接結び流通コストを削減する食料直売支援プログラム（KADIWA）の拡大

・フィリピン国営石油会社（PNOC）によるエネルギーの緊急調達

・政府全体での省エネルギー対策実施（電気・燃料消費を10％から20％削減）

・国産エネルギーや備蓄、再生可能エネルギー拡大

・サプライチェーン強靭化

（資料）フィリピン政府資料より国際通貨研究所作成
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https://pia.gov.ph/news/president-marcos-expands-uplift-with-additional-aid-for-low-income-filipinos/
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こうした家計向け支援実施の背景には、エネルギー価格の上昇などによるフィリピン

の物価高がある。フィリピンの消費者物価（CPI）上昇率は、2026年 4月に前年比＋7.2％

へ急加速し（図 1）、品目別では、輸送が同＋21％ともっとも高く、次いで住宅・水道・

電気・ガス・その他燃料（同＋8.2％）、食料・非アルコール飲料（同＋6％）となった（図

2）。フィリピン中銀はインフレへの対応として、2026 年 4 月以降政策金利を引き上げ、

2026年 8月には 5％としている。2026年 8月の CPI 上昇率は前年比＋6.1％とピークアウ

トの動きがみられるものの、通貨ペソは下落傾向が続いているほか（図 3）、中東情勢も

先行き不透明な状況である。また食料については、中東情勢悪化による肥料価格の上昇

に加え、強力なエルニーニョ現象に伴う干ばつによる食料価格の上昇リスクも指摘され

るなど、インフレの上振れ懸念は依然として残っている。 

 

図 1：物価と政策金利 

 

図 2：CPIの内訳 

 

 

図 3：フィリピンペソの対ドルレートの推移 

 

 

こうしたなか、2026 年第 2四半期のフィリピンの実質家計消費は、前年比＋2.8％の伸

びにとどまった（図 4）。フィリピンの家計消費のうち 3 割が食料・非アルコール飲料、
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2 割が住宅・水道・電気・ガス・その他燃料と、物価上昇率の高い品目が半分を占める3。

相次ぐ台風による経済活動停滞や、政府の洪水対策事業をめぐる汚職疑惑、社会保障給

付の一時的な遅延等による消費者心理の悪化等により、2025 年後半から家計消費は減速

傾向にあったが4、中東情勢悪化に伴うエネルギー等の物価上昇がさらに下押しした。加

えて足元 2026 年 7 月の失業率が 6％と 4年ぶりの高水準となるなど、雇用環境にも悪化

がみられる（図 5）。 

中銀のサーベイによると消費者の貯蓄意向は、直近は若干低下しているものの先行き

不安を背景に予備的な貯蓄を増やす意向がみられている（図 6）。また今後 1 年の家計の

金融状況の見通しについては、所得が低い層ほど悲観的になっている（図 7）。フィリピ

ンの 2025 年の一人当たり名目 GNI は 4,850 ドルと、2026 年 7 月更新の世界銀行の所得

水準別分類において高中所得国入りしたが、ジニ係数は 0.39 と依然として所得格差は大

きく5、低所得層には物価高や雇用環境の影響がより大きく現れると考えられる。 

 

図 4：実質家計消費の状況（四半期） 

 

図 5：失業率 

 

 

図 6：貯蓄意向指数 

 

図 7：今後 1年の金融状況見通し指数 

 

 
3 2025 年の世帯収入・支出サーベイより。 https://psa.gov.ph/statistics/income-expenditure/fies/node/1684084083 
4 2025 年中銀レポートより。https://www.bsp.gov.ph/Lists/Quarterly%20Report/Attachments/27/LTP_4qtr2025.pdf 
5 他の ASEAN 主要国のジニ係数は、インドネシア 0.34、マレーシア 0.41、タイ 0.33、ベトナム 0.36。 

https://psa.gov.ph/statistics/income-expenditure/fies/node/1684084083
https://www.bsp.gov.ph/Lists/Quarterly%20Report/Attachments/27/LTP_4qtr2025.pdf
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家計支出をとりまく環境について、家計所得の 1 割弱を支える在外フィリピン人から

の郷里送金は、2026年上半期は 171 億ドル（前年比＋2.4％）で、このうち中東からが 30

億ドル（同比＋3.4％）となっている。こうした郷里送金は堅調である一方、上述の通り

国内要因で支出が鈍化している。フィリピンの家計は資金面での余力は小さく、2025 年

の中銀のサーベイによれば、収入が途絶えた際、借入なしで 1 カ月以上生活費を賄える

成人は 48％にとどまる。また借入金の使途については、食料品や生活必需品の支払いが

もっとも多い。ところが、フィリピンでは金融機関口座保有率が 50％にとどまるなど金

融包摂が課題となっており、2024 年の世界銀行のデータでは、約半数が家族や友人から

の借入といったインフォーマルな金融に依存し、銀行借入やクレジットカードローンを

利用した人は 9％にとどまる。 

銀行の家計向け融資は信用力の高い層向けが中心であると考えられるが、近年クレジ

ットカードローンや給与連動型ローン等の無担保ローンが拡大している（図 8）。家計向

けローンの不良債権比率は 2023年 12月以降 5％台で推移しており、2026年 6 月も 5.7％

と大きな変化はみられないが、今後の動向に留意する必要がある6。 

 

図 8：銀行からの家計ローン残高推移 

 

 

また、銀行口座をもたない層も利用可能なモバイルマネーの普及を背景に、オンライ

ン融資も拡大しつつある。例えば、ユーザー数 9,400 万人（人口の 8割相当）を有するフ

ィリピンの電子決済アプリ「GCash」は、送金・決済に加え主に貧困層や低所得層を対象

とする融資も展開しており7、2026年第 2四半期時点の借入者数は約 1,150 万人（前年比

＋21％）となっている8。借り手は融資の迅速な審査・承認を重視する傾向にあり、こう

したニーズに応えるオンライン融資の需要が今後も拡大する可能性があるが、高金利・

 
6 なお、フィリピンの家計債務残高の規模は 2025 年末時点対 GDP 比 14％と低水準である。 
7 Gcash の親会社 Mynt 傘下の融資会社 Fuse Financing が運営。ユーザーが銀行口座を保有していなくても、

アプリの取引記録からスコアリングが可能。 

https://mynt.com.ph/newsroom/gcash-leaders-engaged-in-dialogue-at-manila-tech-summit-2025-to-better-serve-

filipinos-in-a-rapidly-changing-digital-economy 
8https://www.globe.com.ph/sites/default/files/reports/secpse/2026/B.%20Quarterly%20Reports/V.%20Analysts%20Bri

efing%20Materials/GLO-2Q-2026-Briefing-Materials.pdf 

https://mynt.com.ph/newsroom/gcash-leaders-engaged-in-dialogue-at-manila-tech-summit-2025-to-better-serve-filipinos-in-a-rapidly-changing-digital-economy
https://mynt.com.ph/newsroom/gcash-leaders-engaged-in-dialogue-at-manila-tech-summit-2025-to-better-serve-filipinos-in-a-rapidly-changing-digital-economy
https://www.globe.com.ph/sites/default/files/reports/secpse/2026/B.%20Quarterly%20Reports/V.%20Analysts%20Briefing%20Materials/GLO-2Q-2026-Briefing-Materials.pdf
https://www.globe.com.ph/sites/default/files/reports/secpse/2026/B.%20Quarterly%20Reports/V.%20Analysts%20Briefing%20Materials/GLO-2Q-2026-Briefing-Materials.pdf
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手数料、不適切な債権回収など消費者保護上の課題も指摘されている9。 

フィリピンでは中東情勢の悪化に伴う燃料価格や食料価格の上昇が家計消費を下押し

している。政府は税負担軽減や現金給付などの家計向け支援策を講じ、当面の負担軽減

策は打ち出されているものの、中東情勢の緊迫長期化に伴い物価上昇圧力が高止まりし

た場合、家計消費のさらなる下押しや家計の財務状況の悪化を招く可能性があり、留意

が必要である。 

以上 
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